
平成 21年 5月 22日 
各 位 

会 社 名  大和自動車交通株式会社 
代表者名  取締役社長 新倉 能文 
（コード番号 9082 東証第 2部） 
問合せ先  経 理 部 長 加藤雄二郎 
（TEL． 03 － 3564－ 4954 ） 

（訂正・数値データ訂正あり）平成 21年 3月期決算短信の一部訂正について 
平成 21年 5月 15日に公表いたしました「平成 21年 3月期決算短信」の記載内容に誤りがありましたの
で訂正いたします。 

記 
１. 訂正理由
発見された入力ミスと子会社間取引の集計漏れを訂正するものであります。 

２. 訂正事項及び訂正箇所 なお、訂正箇所は  を付して表示しております。
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1.21年 3月期の連結業績（平成 20年 4月 1日～平成 21年 3月 31日） 
(1)連結経営成績 
（訂正前） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年３月期 25,486 △5.8 △276 ― △735 ― △382 ― 
20年３月期 27,044 1.0 233 △63.4 △153 △161.2 △114 △137.3 

  

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
    １株当たり
    当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
    経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
21年３月期 △38 00 ― △21.0 △3.9 △1.0
20年３月期 △10 96 ― △4.7 △0.8 0.9 

（訂正後） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
21年３月期 25,384 △6.1 △277 ― △736 ― △383 ― 
20年３月期 27,044 1.0 233 △63.4 △153 △161.2 △114 △137.3 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
    １株当たり
    当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
    経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
21年３月期 △38 09 ― △21.1 △3.9 △1.1
20年３月期 △10 96 ― △4.7 △0.8 0.9 

(2)連結財政状態 
（訂正前） 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
 百万円 百万円 ％ 円 銭

21年３月期 18,155 1,490 7.9 143 10
20年３月期 19,542 2,264 11.3 209 90 

（訂正後） 
 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭
21年３月期 18,154 1,490 7.9 143 01
20年３月期 19,542 2,264 11.3 209 90 

 



(3)連結キャッシュフローの状況 
（訂正前） 

 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

投資活動による 
  キャッシュ・フロー

財務活動による 
  キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
    期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円
21年３月期 △39 1,366 △1,235 1,305 
20年３月期 △428 △708 173 1,213 

（訂正後） 

 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

投資活動による 
  キャッシュ・フロー

財務活動による 
  キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
    期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円
21年３月期 △40 1,368 △1,235 1,305 
20年３月期 △428 △708 173 1,213 
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１. 経営成績 
(1)経営成績に関する分析 

(訂正前) 
ハイヤー・タクシー業界は、さらなる法人需要の減少、規制緩和による競争の激化など厳しい環境の
もとにありました。このような情勢のもと、当社は安全輸送への努力と利用者のニーズに対応しグルー
プ内の主要タクシー事業所がAAランクの格付け（事業者評価制度）及びグループ内の全事業所でグリー
ン経営認証（環境対応度評価制度）を維持し、各般にわたり積極的な営業に努めましたが、雇用情勢の
悪化や物価高騰による個人消費の低迷、得意先企業の経費削減の影響により、当連結会計年度の総売上
高は25,486百万円と前年同期比5.8％の減収となりました。経費面では、タイヤ等資材価格の上昇や償却
費等が増加しておりますが、燃料単価は減少傾向にあり、その他諸経費の節減に努め、経費全体では前
年同期比1,048百万円（3.9％）減少しましたが、営業損失は276百万円（前年同期比510百万円減）とな
りました。営業外収益 99百万円（前年同期比 25.5％減）、営業外費用 559百万円（前年同期比 7.3％増）
を計上し経常損失は735百万円（前年同期比582百万円減）となり、大和本社ビル（中央区銀座）売却等
の特別利益 1,252百万円と投資有価証券評価損等の特別損失 326百万円を計上し当期純損失は382百万円
（前年同期比267百万円減）となりました。 
（中略） 
②不動産部門
不動産事業では、立地条件に恵まれた賃貸ビルを保有しており、引き続きテナントの要望にそった施
設の改善に努め、中央区銀座に新たに賃貸マンションであるテラス銀座を平成 20年 5月に竣工しました。
テラス浦安（平成 20年 2月）に加えテラス銀座が寄与し、空室率の改善及び賃料改定効果により不動産
事業売上高は1,109百万円（前年同期比15.1％増）、営業利益は 162百万円（前年同期比 84百万円増）と
なりました。 
③販売部門
販売事業では、原油価格は期末に向けて下降してきたものの、依然として高水準といえ、ガソリン及
びＬＰＧ市況はより一層厳しい状況が続き販売価格への転嫁が進まない中、顧客へのきめ細かいサービ
ス提供に努めてまいりました。金属製品製造販売は、資材価格高騰があるものの社内生産効率の向上と
ともに、ISO9001 を継続取得し製品の品質向上をさらに進めております。その結果、販売事業売上高は
4,680百万円（前年同期比3.8％減）、営業利益は 102百万円（前年同期比 14百万円増）となりました。 

(訂正後) 
ハイヤー・タクシー業界は、さらなる法人需要の減少、規制緩和による競争の激化など厳しい環境の
もとにありました。このような情勢のもと、当社は安全輸送への努力と利用者のニーズに対応しグルー
プ内の主要タクシー事業所がAAランクの格付け（事業者評価制度）及びグループ内の全事業所でグリー
ン経営認証（環境対応度評価制度）を維持し、各般にわたり積極的な営業に努めましたが、雇用情勢の
悪化や物価高騰による個人消費の低迷、得意先企業の経費削減の影響により、当連結会計年度の総売上
高は25,384百万円と前年同期比6.1％の減収となりました。経費面では、タイヤ等資材価格の上昇や償却
費等が増加しておりますが、燃料単価は減少傾向にあり、その他諸経費の節減に努め、経費全体では前
年同期比1,149百万円（4.3％）減少しましたが、営業損失は277百万円（前年同期比511百万円減）とな
りました。営業外収益 99百万円（前年同期比 25.5％減）、営業外費用 559百万円（前年同期比 7.3％増）
を計上し経常損失は736百万円（前年同期比583百万円減）となり、大和本社ビル（中央区銀座）売却等
の特別利益 1,252百万円と投資有価証券評価損等の特別損失 326百万円を計上し当期純損失は383百万円
（前年同期比268百万円減）となりました。 



（中略） 
②不動産部門
不動産事業では、立地条件に恵まれた賃貸ビルを保有しており、引き続きテナントの要望にそった施
設の改善に努め、中央区銀座に新たに賃貸マンションであるテラス銀座を平成 20年 5月に竣工しました。
テラス浦安（平成 20年 2月）に加えテラス銀座が寄与し、空室率の改善及び賃料改定効果により不動産
事業売上高は1,112百万円（前年同期比15.4％増）、営業利益は 162百万円（前年同期比 84百万円増）と
なりました。 
③販売部門
販売事業では、原油価格は期末に向けて下降してきたものの、依然として高水準といえ、ガソリン及
びＬＰＧ市況はより一層厳しい状況が続き販売価格への転嫁が進まない中、顧客へのきめ細かいサービ
ス提供に努めてまいりました。金属製品製造販売は、資材価格高騰があるものの社内生産効率の向上と
ともに、ISO9001 を継続取得し製品の品質向上をさらに進めております。その結果、販売事業売上高は
4,575百万円（前年同期比5.9％減）、営業利益は 102百万円（前年同期比 14百万円増）となりました。 

決算短信 4ページ 
(2)財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 

（訂正前）
（イ）資産 

当連結会計年度末の総資産は18,155百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,387百万円の
減少となりました。これは現金及び預金が 47 百万円増加した一方、受取手形及び売掛金の減
少、繰延税金資産の取崩があり、流動資産は 833百万円減少となり、また本社売却による減少、
繰延税金資産の取崩により固定資産が554百万円減少したことによるものであります。 

（中略） 
（ハ）純資産 

純資産は自己株式の取得及び当期純損失382 百万円を計上した影響もあり前連結会計年度末
に比べ773百万円減少の 1,490百万円となりました。 

（訂正後）
（イ）資産 

当連結会計年度末の総資産は18,154百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,388百万円の
減少となりました。これは現金及び預金が 47 百万円増加した一方、受取手形及び売掛金の減
少、繰延税金資産の取崩があり、流動資産は 833百万円減少となり、また本社売却による減少、
繰延税金資産の取崩により固定資産が555百万円減少したことによるものであります。 

（中略） 
（ハ）純資産 

純資産は自己株式の取得及び当期純損失383 百万円を計上した影響もあり前連結会計年度末
に比べ774百万円減少の 1,490百万円となりました。 

②キャッシュフローの状況 
（訂正前） 
（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において営業活動による資金の支出は39百万円となりました。その主たる要
因は売上債権の減少による収入 351百万円、仕入債務の減少による支出 214百万円、未払消費
税等の減少による支出 11百万円、法人税等の支払による支出 90百万円であります。 

（ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 
当連結会計年度において投資活動による資金の収入は1,366 百万円となっております。主た

る要因は、固定資産の売却による収入 2,040 百万円、投資有価証券の売却による収入 56 百万
円、固定資産の取得による支出726百万円であります。 

（訂正後） 
（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

当連結会計年度において営業活動による資金の支出は40百万円となりました。その主たる要
因は売上債権の減少による収入 351百万円、仕入債務の減少による支出 214百万円、未払消費
税等の減少による支出 11百万円、法人税等の支払による支出 90百万円であります。 

（ロ)投資活動によるキャッシュ・フロー 
当連結会計年度において投資活動による資金の収入は1,368 百万円となっております。主た

る要因は、固定資産の売却による収入 2,040 百万円、投資有価証券の売却による収入 56 百万
円、固定資産の取得による支出724百万円であります。 
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(5)継続企業の前提に関する重要事象等 
（訂正前） 

当社グループは、前連結会計年度において経常損失 153百万円、当期純損失 114百万円を計上し、
当連結会計年度におきましても、世界的な金融危機の影響による景気悪化から得意先企業の経費削
減の影響など、厳しい経営環境のもと、営業損失276 百万円、経常損失735 百万円、当期純損失382
百万円を計上しました。 

（訂正後） 
当社グループは、前連結会計年度において経常損失 153百万円、当期純損失 114百万円を計上し、
当連結会計年度におきましても、世界的な金融危機の影響による景気悪化から得意先企業の経費削
減の影響など、厳しい経営環境のもと、営業損失277 百万円、経常損失736 百万円、当期純損失383
百万円を計上しました。 
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(5)【継続企業の前提に関する注記】 
（訂正前） 

当社グループは、前連結会計年度において経常損失 153百万円、当期純損失 114百万円を計上し、
当連結会計年度におきましても、世界的な金融危機の影響による景気悪化から得意先企業の経費削
減の影響など、厳しい経営環境のもと、営業損失276 百万円、経常損失735 百万円、当期純損失382
百万円を計上しました。 

（訂正後） 
当社グループは、前連結会計年度において経常損失 153百万円、当期純損失 114百万円を計上し、
当連結会計年度におきましても、世界的な金融危機の影響による景気悪化から得意先企業の経費削
減の影響など、厳しい経営環境のもと、営業損失277 百万円、経常損失736 百万円、当期純損失383
百万円を計上しました。 

 














